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理事会通信

　第１８回理事会（平成１７年２月９日）の概要

（会長報告）

　　去る１月２５日教育研修会及び新年会を開催した。研修会出席者３４名、新年会は３３名の出席があり、成功裡に終了した旨報告した。

第1号議案　個人情報保護法のための措置の特例に関する指針について

　　議長は、警察庁発表の指針を大阪府警察から受けとった旨を述べて、出席各理事に意見を求めた。

1. この指針の第２『用語の定義』において、ア.調査業務を、他人（個人であるものに限る。以下同じ。）の生命、身体、財産その他の権利利益の保護の為に必要な人の所在又は行動に関する事項について、当該他人の需要に応じて調査し、その結果を当該他人に報告する業務、としている事について多種多様の解釈及び意見がだされた。意見を集約すると、他人（個人であるものに限る）の需要に応じ、となっている以上、この指針そのものが個人からの依頼に限って行われる調査を対象としており、可也限定された範囲の調査になっている事に注目する必要があるのでは・・との事であった。又、「所在又は行動に関する事項について」となっており、結婚調査や雇用調査などは指針の対象外となるのでは・・などの意見が出された。

2. 興信所が購ずべき措置の特例として、第三者提供の制限第３の２の（2）において、依頼者の同意を得ずに「個人データ」を第三者に提供しようとするときはあらかじめ必要事項を直接依頼者に通知すること。とされているが、興信所が依頼者の個人データを第三者に提供する事は一般的にはあり得ない。

3. 利用目的達成後の速やかな破棄については、府条例で１ヵ年の保存義務が課されていることとの矛盾など、調査業務の実態と乖離するところがあり、本年４月１日後、施行の推移を慎重に見守る必要があるとのことで意見が一致した。

第２号議案　顧問及び相談役の制度について

　　会長は今期３月に任期満了となる理事も含め、今後協会の功労者を顧問・相談役として協会に置き、円滑な協会活動の運営に資する制度の是非につき、理事会に意見を求めた。

　　これを受けて各理事が意見を交わした結果、関調協の発足以来、年月が浅く規程化するまでには至らない。ただし、今後必要に応じて顧問・相談役を置くことができる旨についての理事会合意を議事録に記録し、実現の道筋をつくることで意見の一致をみた。

第３号議案　NPO全調協との取り組みについて

　　前回の理事会において全調協が予定した来期からの会費値上げについて、全調協に再考を求めた結果、去る１月１９日開催の全調協理事会において、

理事会員は月額１万円、一般会員月額３千円との案が検討されているとの報告がなされた。

　　これを受けて関調協は、全調協会費をどのように扱うのか種々の意見がだされ、関調協としての要望を全調協理事会に図って貰う事とした。

第４号議案　広報と業界情勢について

　　広報活動として会報は２ヶ月に１回の発行とし、会報を協会のHPに掲載する。会報誌は会員及び関係方面に配布することにつき、理事会に了承を求め、理事会はこれを承認した。

　　なお、業界情勢及び調査業法の法制化の動きなどについて活発な論議がなされたが、当面は積極的な情報収集に努め、必要に応じ業界団体としての活動をしていく必要があるとの認識で一致した。

第１９回理事会（平成17年３月９日）の概要

（会長報告）

　　消費者から１件の苦情相談（奈良市の消費者センターの紹介）があり、苦情処理委員長の意見を求めその処理に努めた旨の報告があった。

　　次いで、調査業法制定に関し、内閣部会作成による数項目からなる素案『調査業に関するワーキングチーム試案』が手元にあり、これをもとに本理事会の第１号議案で各理事に検討願いたいと述べて議事に入った。

第1号議案　調査業法制定の動きについて

　各理事は内閣部会の素案について以下のような意見が交わされた。

1． 内閣部会ワーキングチーム試案の前提にある消費生活センター資料による『悪質な業者』は調査業を名乗って消費者を喰い物にしようとする者であり、元来、調査業を営む業者ではない。

2． そのような悪質業者を前提にした法によって規制を受けることは、調査を正業として営むものとしては受け入れられない。

3． 届出制の導入が検討されているが、これはむしろは大阪府の前例に見るとおり業界の正常化からすれば逆効果に成る可能性を秘めている。

4． 従って、関調協は業界団体としての意見を積極的に出していく必要があるのでは・・　

等々の意見交換の結果、各理事は次回の理事会までに、提出すべき意見をまとめることとなった。

第２号議案　全国調査業協会連合会の会費値上げの対応について

　　去る２月９日開催の理事会において決議された内容に基づき、全調協と協議することにつき、各理事はこれを了承した。

　

第３号議案　業界情勢について

　　調査業法制定の動きに合わせ、悪質業者を排除する仕組みの実現に努力する。現在の大調協については実態調査の結果を待って対策を講ずることとした。

事務局便り

· 主務官庁の公安委員会より「興信所業者が構ずべき個人情報保護のための処置の特例に関する指針」が示されました。既に会員の皆様にはFAXさせて頂きましたが改めて会報に掲載しますので、丁寧にお目通し下さい。

· ４月１日より個人情報保護法が施行されます。調査とは密接不離な関係にありますので充分に気をつけて下さい。

· 調査業法（仮称）制定の具体的な話しが聞こえ、一部新聞でも報道されています。今後、業界団体としての「請願」や「意見」等も機会あるごとに積極的に行っていきたいと考えていますので、会員の皆様のご意見をお聞かせください。

· 各消費者センターの紹介による苦情相談が増えております。今の所当協会以外の調査業者の苦情ばかりですが、出来るだけ苦情に繋がらない受件及び調査に努めましょう。

・国家公安委員会（警察庁）から興信所業者に示された個人情報保護の為の指針

「興信所業者が講ずべき個人情報保護のための措置の特例に関する指針」

第１　目的

　　この指針は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号｡以下「法」という。）の施行に当たり、興信所業者において個人情報の取扱いに関し講ずることが望ましい処置について定めることを目的とする。

第２　用語の定義

　　この指針において使用する用語は、法において使用する用語の例によるほか、次に掲げる用語の意義は、それぞれに定めるところによる。

　　　ア　調査業務　　他人（個人である者に限る。以下同じ。）の生命、身体、財産その他の権利利益の保護のために必要な人の所在又は行動に関する事項について、当該他人の需要に応じて調査し、その結果を当該他人に報告する業務

　　　イ　興信所業　　調査業務を行う営業

　　　ウ　興信所業者　　興信所業を営む者

　　　工　依頼者　　興信所業者にアの事項について調査を依頼した者

　　　オ　対象者　　依頼者が興信所業者にアの事項について調査を依頼した場合において当該調査の目的となる人

第３　興信所業者が講ずべき措置の特例

１　興信所業者がよるべき指針

　個人情報を取り扱う興信所業者は、個人情報取扱事業者であるかないかにかかわらず、個人情報取扱事業者に係る法及び国家公安委員会が所管ずる事業を行う者等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する指針（平成16年国家公安委負会告示第31号。以下「告示」という。）の規定並びにこの指針に従い、個人情報の適正な取扱を図ること。

２　依頼者の個人情報の取扱いに関する特例

（１）保存期間

　　　　興信所業者は、依頼者の個人情報の保存期間を設けるとともに、依頼者に明確に示すこと。

（２）第三者提供の制限

　　　　興信所業者は、第三者に提供される個人データに係る告示第４の2 (5)エにより、　　依頼者の同意を得ずに依頼者の個人データを第三者に提洪しようとするときは、あらかじめ告示第４の2 (5)エ（ア）から（エ）までに掲げる事項を依頼者に直接通知すること。

　３　対象者の個人情報の取扱に関する特例
　（1）利用目的の特定
　　　ア　興信所業者は、取得した対象者の個人情報を依頼者に報告する目的以外の目的で利用しないこと。
　　　イ　興信所業者は、依頼肴における対象者の個人情報の利用目的を確認し、その利用目的が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、対象者の個人情報を取り扱わないこと。
　　　（ｧ）依頼者における対象者の個人情報の利用目的が社会的差別の原因となるもの　　　　であるおそれがあるとき。
　　　（ｨ）依頼者における対象者の個人情報の利用目的がストーカー行為等の規制に関　　　　する法律（平成12年法律第31号）第２条の「つきまとい等」目的その他違法なものであるおそれがあるとき。
　　　（ｳ）依頼者における対象者の個人情報の利用目的が配偶者からの暴力の防止及び　　　　被害者の保護に関する法律（平成i3年法律第31号）第１条２項の被害者の所在の調査の目的その他不当なものであるおそれがあるとき。

（２）適正な取得（法第１７条）

興信所業者は、依頼者の依頼に基づく対象者の個人情報の取得に当たって、盗聴器を使用するなどとるべき調査方法が法令に触れるあるいは当該調査方法によって法令に触れる結果を生じることがないようにするため、必要な措置を講じること。

（３）利用目的の通知（法第18条）
　　　　興信所業者が対象者の個人情報を取得した場合において、「利用目的を本人に通　　知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合（法第18条４項第１号）」に該当し、その利用目的の対象者への通知等をしなくともよい場合としては、次の場合が考え得ること。
　　　　（ア）対象者が依頼者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）である場合であって、当該対象者について民法（明治２9年法律第89号）第５７２条の義務その他の法令上の義務の履行を確保するために必要な事項について調査を行うとき。
　　　　（イ）対象者が依頼者の親権に服する子である場合であって、依頼者が当該対象者に関し民法第８２０条の権利その他の法令上の権利を行使し、又は義務を履行するために必要な事項について調査を行うとき。

（ウ）対象者が依頼者の法律行為の相手方となろうとしている者である場合であって、当該法律行為をするかどうかの判断に必要な事項について調査を行うとき。

（エ）依頼者が犯罪その他の不正な行為による被害を受けている場合であって、当該被害を防止するために必要な事項について調査を行うとき。

（４）対象者の個人情報の利用の制限
　　　　　興信所業者は、対象者の個人借報について検索することができるように体系的に構成した個人情報データベース等を原則として保有しないこと。

（５）利用目的達成後の破棄

　　　　　興信所業者は、対象者の個人情報について依頼者に報告したことにより利用目的を達成したときは、速やかに対象者の個人情報を破棄すること。

第４　事業者団体の取組み

　１　興信所業者をその構成員に有する団体（以下「事業者団体」という。）及び事業者団体をその構成員に有する団体（以下「事業者団体等」という。）は、その構成員である興信所業者（事業者団体をその構成員に有する団体にあっては、事業者団体の構成員である興信所業者。以下同じ。）が法、告示及びこの指針に従い、個人情報の適正な取扱いの確保に積極的に取り組むよう、啓発、情報の提供その他の処置を講ずるよう努めること。

２　事業者団体は、その構成員である興信所業者に係る依頼者又は対象者からの苦情を受け付ける窓口を設け、苦情に適切に対応し、問題の解決を図るよう努めること。

３　事業者団体は、その構成員である興信所業者に法、告示又はこの指針に違反する行為があると認めたときは、当該興信所業者に対して必要な改善を求め、又は必要な処分を行うこと。

関西総合調査業協会「教育研修会」レジュメより

　「個人情報保護法」について　　　　　　　　　　　　大阪大学　鈴木秀美

１　はじめに

　個人情報保護についての社会の関心が高まっている。個人情報の不適切な取扱いについて損害賠償を請求される事件も増加している。

　例：宇治市住民基本台帳データ不正漏洩事件（大阪高判H13 ・ 12 ・ 25）

　　　早稲田大学江沢民講演会出席者名簿提供事件（最高裁H15・ 9 ・ 12）

２　個人情報保護法の憲法的位置づけ

　（１）自己情報コントロール権の具体化

　近年、憲法学では、プライバシーの権利を「自己に関する情報をコントロールする権利」（自己情報コントロール権）と理解するようになっている。

　コンピュータや通信等の科学技術の発展により、大量の個人情報の収集・保管が可能となり、知らないうちに自分が全人格的にプロファイリングされる可能性が生じるとともに、それによってプライバシーの権利が侵害される危険性も高まったため。

自己情報コントロール権の具体的内容

①正当な理由なしに、または本人の同意なしに、他者に非公知の自己情報（自己の個人情報）を収集されない権利

②他者により正当に収集された自己情報が、収集目的を超えて利用・開示されない権利

③他者がいかなる自己情報を保有しているかについて本人が確認・閲覧できる権利

④正当な理由なく保有されている自己情報の削除請求権、記載の誤りの訂正請求権

　（２）「個人情報」として保護される情報はどのようなものか

　個人情報とは、生存する個人に関する情報であって、「特定の個人を識別することができるもの」をいう。これは、「他の情報と容易に照合することができ、それにより特定個人を識別することができることとなるものを含む」（個人情報保護法２条の定義）。

　思想、宗教、精神、身体に関する情報、重大な社会的差別の原因となる情報等は個人情報のなかでも最も他人に知られたくないものであり、センシテイブ情報として手厚く保護されなければならない。

　しかし、日本の個人情報保護法は、そうした保護の必要性の差異を考慮せず、どのような個人情報についても一定の保護を及ぼすために、その取り扱いについてルールを定めた。大阪府など、地方公共団体の条例には、センシテイブ情報の収集を原則として禁止している例もある。

３　個人情報保護法制定の経緯

　（１）国際的な動向

　1970年代、各国は法制度の整備に着手した。

　1980年「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理事会勧告」（ＯＥＣＤ８原則）

　（２）日本における議論の展開

　1988年、「行政機関が保有する電子計算機に係る個人情報に関する法律」が制定された｡ただし、この法律には不十分な点が残されていた。

　地方公共団体では、市町村を中心に、1970年代から個人情報保護条例の制定がはじまった。

　1990年代末､住民基本台帳法の改正により住民票コードを導入したことや､欧州連合の個人情報保護指令が第三国への個人データの移転について、当該第三国が個人情報を十分に保護していることを条件としたことなどが契機となって日本でも本格的な個人情報保護法制定の機運ｶが高まった。

1999年、政府は個人情報保護法制化作業に着手。

　2003年５月23日、個人情報保護関連５法案（個人情報保護法案のほか、行政機関個人情報保護法案、独立行政法人別固人情報保護法案、情報公開・個人情報保護審査会設置法案、整備法案）が成立した。 2005年４月に施行の予定。

４　個人情報保護法の概要

　（１）構　成

　構成上の特色としては、基本法に相当する部分（３条「理念」、２章、３章）と、民間分野において個人情報を大量に取り扱う一定の事業者を対象に具体的な義務等について定める一般法に相当する部分（４章から６章）の二層構造になっているという点があげられる。

→資料「個人情報保護法制の体系イメージ」内閣府国民生活局企画課個人情報保護推進室  http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/jigyousha/

（２）目　的

「この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることにかんがみ、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする」（１条）。

（３）定　義

・個人情報（２条１項）

・個人情報データベース等（２条２項）

　「個人情報を含む情報の集合物であって」、「一、　特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの」、「二　、前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの」をいう。

・個人情報取扱事業者（２条３項）

　「個人情報データベース等を事業の用に供している者」をいう（２条３項）。

　「事業の用に供している」とは、単に一定の目的を持って反復継続的に同種の行為を遂行するだけでは足りず、その行為が社会性を有し、社会的に事業と認められるものをいう。一般市民の私的な活動は、たとえ反復継続的に行われたとしても、事業の用に供していることにはならない。

　なお、「その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないものとして政令で定める者」は除外される。その事業の用に供する個人情報データベース等を構成する個人情報によって識別される個人の数の合計が過去６ケ月以内のいずれの日においても5000件を超えないものは、個人情報取扱事業者に含まれない（施行令２条）。

・「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。

・「保有個人データ」

　「個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されうるものとして政令で定めるもの又は１年以内の政令で定める期間以内に消去することとなるもの以外のものをいう」。

　（４）理　念

　　「個人情報は､個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにかんがみ、その適正な取扱いが図られなければならない」（３条）。

　（５）個人情報糠事業者の義務等

　　この法律は、民間事業者の個人情報保護について必要最小限度の規律を設け、個人情報の本人による一定の関与と主務大臣の勧告、命令等による事後的チェックの仕組みを採用。この法律の義務を直接に負うのは「個人情報取扱事業者」であるが、事業者には「従業者」及び「委託先」を監督する義務がある。

　「従業者」とは、雇用関係の有無にかかわらず、事業者の組織内で指揮監督を受けて事業主の業務に従事している者をいう。「従業者」が主務大臣の命令に違反する行為（例えば、個人情報漏洩があり、大臣からその中止を命令されたにもかかわらずその命令に従わなかった場合）に加担した場合には、「従業者」だけでなく、事業者も処罰される可能性がある。

①利用目的による制限等

　個人情報取扱事業者は、取り扱う個人情報の利用目的をできる限り特定し（15条）、その利用目的の達成に必要な範囲内で取り扱うことが求められる。

　利用目的の特定については、個々の個人情報の取扱いが利用目的の達成に必要な範囲内か否かを実際に判断できる程度に明確にしておく必要がある。そのために、業界別のガイドラインによりその目安を明らかにしていくことになっている。

　「国家公安委員会が所管する事業を行う者等が構ずべき個人情報の保護のための措置に関する指針」(2004年10月29日)

　　「個人情報の保護に関する法律についての経済産業分野を対象とするガイドライン」（経済産業省・2004年６月）

②適正な取得、正確性の確保、安全管理措置等

　個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない（17条）。

他人が管理している個人情報の権限のない取得や、収集目的を偽っての個人情報の取得は、17条違反となる。

　個人情報取扱事業者が個人情報を取得した場合、一定の場合を除き、利用目的を本人に対して通知し、又は公表しなければならない（18条）。ただし、法律は具体的な方法を規定していない。ホームページやカタログヘの掲載も公表になるとされている。

　本人から書面等で個人情報を取得する場合、原則として利用目的を「あらかじめ」明示することが義務づけられている（18条２項）。

ただし、18条１項から３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない(18条４項)。

｢一　利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

二　利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合

三　国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

　四　取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合｣

　個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つよう努めなければならない（19条）。

　個人情報取扱事業者は、個人チータの安全管理のために必要な措置を講じなければならない（20条）。具体的には、プライバシーポリシーの策定、研修の実施、安全管理者の設置等による監督・責任体制の整備が求められる。また、技術的な措置も考えられる。

　個人情報取扱事業者は、従業者（21条）や業務委託先（22条）に対する必要な監督を行わなければならない。

③第三者提供の制限

　法律は本人の同意のない個人データの第三者提供を原則として禁止している（23条１項）。ただし、一定の場合については適用除外とされている。

　また、制限の例外として、「オプトアウト」と呼ばれる仕組みが設けられている（23条２項）。

1） 本人の求めに応じて第三者提供を停止すること、イ）第三者提供の対象となる個人データの種類、ウ）提供の方法等を、あらかじめ本人に通知し、または本人が容易に知りうる状態においていることを条件に、本人の同意を得なくても第三者提供を認めるもの。

④本人の関与

　個人情報取扱事業者は､すべての保有個人データの利用目的や開示等の求めに応じる手続などについて、本人の知り得る状態に置くとともに、保有個人データの利用目的を本人の求めに応じて通知しなければならない(24条)

　個人情報取扱事業者は、本人からの求めに応じて保有個人データを関示しなければならない(25条)。ただし、本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合や、重大な営業ノウハウが含まれているなど事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合などについては、全部または一部を不開示とすることができる。

　個人情報取扱事業者は、本人から保有個人データの訂正、追加又は削除を求められた場合には、利用目的の達成に必要な範囲内で遅滞なく調査を行い、訂正等を行わなければならない（26条）。

⑤苦情の処理

　個人情報の取扱いをめぐる個人情報取扱事業者と本人との争いは、当事者間における自主的な解決を基本としている。個人情報取扱事業者は、苦情の適切かつ迅速な処理とそのために必要な苦情相談窓口の設置などの体制整備に努めなければならない（31条）。

（６）認定個人情報保護団体

　苦情の処理をはじめ､個人情報の適正な取扱いの確保を目的とした業務を行う民間の団体に対し、主務大臣が認定する制度を設ける（37条から49条）

　☆　民間のプライパシーマーク制度

　経産省のガイドラインに加えて、個人情報に関するＪＩＳ規格である「個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラム」（J I S　Q　15001）に準拠した適切な保護措置等を講ずる体制を整備している事業者等を認定して「プライバシーマーク」が付与される制度。付与機関は、（財）日本情報処理開発協会（ＪＩＰＤＥＣ）。このＪＩＳ規格は、企業等が保有する個人情報の保護指針や組織、計画、実施、監査、見直しなどのマネジメントシステムを定めたもの。企業等は、これによって個人情報の管理の適切さ、内部監査の実施、相談窓口の常設などを求められる。今後は、ＪＩＰＤＥＣが認定した指定機関が業界団体ごとに設立され、当該指定機関が当該業界団体に属する企業等にプライバシーマークを付与することが予定されている。

　（７）主務大臣の関与

　個人情報取扱事業者が義務規定に違反した場合でも､当事者間における解決を基本としているが、主務大臣による必要最小限の関与の仕組みが設けられている。

　主務大臣は、個人情報取扱事業者が義務規定のうち一定のものに違反し、個人の権利利益を保護するために必要があると認めるときは、違反行為の中止や、違反の是正に必要な措置をとるべき旨を勧告することができる（34条１項）。個人情報取扱事業者が、正当な理由なくこの勧告にかかる措置をとらず、かつ、個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認めるとき、主務大臣はその勧告にかかる措置を命じることができる（34条２項）。

　主務大臣は、34条１項・２項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が16条、17条、20条から22条まで又は23条１項の規定に違反した場合において個人の重大な権利利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる（34条３項）。個人情報取扱事業者が34条２項又は３項の規定による命令に違反したときは、罰則（６月以下の懲役又は30万円以下の罰金）の対象となる（56条）。

（８）適用除外

　報道、著述、学術研究などの分野で行政からの不当な干渉のおそれを排除するために、４章の義務規定の適用除外が認められている（50条１項）。ただし、その場合も、個人情報の適切な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、その内容を公表するよう努めなければならない（50条３項）。

５　今後の課題

　個人情報取扱事業者は、法令・個人情報の保護に関する基本方針(H16年４月２日閣議決定）・分野ごとに策定されるガイドラインの趣旨を踏まえ、個人情報の適正な取り扱いに取り組む必要がある。

　個人情報保護を求める声は今後益々高まることが予想される。いったん個人情報の漏洩・紛失等があった場合の企業・団体が受けるダメージはこれまで以上に大きくなる。個人情報保護のため、具体的な法令遵守（コンプライアンス）の仕組みを作り、徹底する必要がある。

　役に立つ法律問題　　　　　　　　　　　弁護士　小山　章松　

　ケーススタディ
（オレオレ詐欺にかからないために）

	　質問　オレオレ詐欺、あるいは裁判所や偽の弁護士名義の請求書を送りつけ、不

正に金銭を振り込ませる事件が発生していますが、それらの手口、被害に遭わない

ための注意点などを教えてください。




解　説

一、新聞等の報道によりますと、今年これまでのオレオレ詐欺の被害額は１ ０ ０億円

　をはるかに超えています。１日約３０００万円が被害にあった計算になります。今

　日も誰かがオレオレ詐欺にあっています。

　　被害者はほとんど中年以上の女性、被害にあう時間帯は午前10時ごろから午後２

　時ごろまで、自宅に電話をかけてきて、指定の銀行口座に振り込ませ、その日のう

　ちに引き出し逃げてしまう手口です。

　　女性に被害が多いのはその時間帯は自宅に女性が多いのと、世間体を気にするの

　が女性に多いからだと思います。

　　最近オレオレ詐欺も手が込んできました。保険会社の偽社員、偽弁護士とか偽司

　法書士が登場するようになりました。身内になりすました詐欺師は携帯電話から電

　話をしてきます。その電話はすべてプリペイド式貸与電話です。電話の加入者が誰

　かわかりません。（こういう、顔の見えない（名義人のない）電話は廃止すべきです｡）

　　ほとんどの事例が、交通事故の損害賠償金の件と、身内が破廉恥罪で、たとえば

　痴漢で逮捕されたので保釈金がいるなどの件です。その他にも、変なはがきが送ら

　れきます。それには、「有料サイトの料金が未納。支払なければ、差押えをする」

　との予告が記載されています。はがきには会社の名前と携帯電話の番号だけで、住

　所が記載されていません。

　　これらの被害にあわないためにはどんな対策をすればよいか。

１．対　策

　　簡単な法律知識を知っておくこと。まず、刑事事件の手続きの簡単な説明をします。

　（1）保釈金はいつ必要か

　　　警察官は犯罪の嫌疑があれば、裁判所に逮捕令状を請求し、その逮捕状に基づいて被疑者を逮捕します。現行犯逮捕の時には、逮捕状はいりません。アメリカ映画などで、逮捕された人が、警察から弁護士に電話をして、弁護士が裁判所と交渉して保釈金を決め、すぐに保釈されている場面がよく出てきますが、日本の場合はアメリカと制度が違います。

　　　日本の場合は、逮捕されると３日後に検察官が裁判所に勾留請求をし、１０日間被疑者は勾留されます。複雑な事件については、さらにあと１０日間勾留が認められます。検事は勾留が満了するときに、起訴するか不起訴にするかを決めます。不起訴になれば被疑者は釈放されます。起訴されると、今度は裁判所が被疑者（ここから、被告人になります｡）を勾留することになります。この段階になって保釈の問題が出てきます。

　　　つまり、逮捕されてから早くても１３日後以降にしか保釈は許されませんし、　起訴されると弁護士は書面で裁判所に保釈の申請をします。裁判所は記録を見て保釈を認めるかどうかを判断します。保釈を認める場合保釈金も裁判所と弁護士とが起訴された後に交渉して決めることになります。また、身内あるいは会社の責任者等の身柄引受書がなければ、裁判所は保釈の許可を出しません。

　　　したがって、逮捕の段階で保釈金の金額が決まることはありませんし、保釈金は必要ありません。したがって、弁護士は保釈を申請する前に、身内の人に保釈の手続きについて面談のうえ説明しますし、身柄引受書の件についても説明しますので、いきなり保釈金の請求をすることはありません。このような場合にはいったん電話を切り、ご主人、息子さんの勤務先等に電話をして確かめてみること。あせる必要は全くありません。

　　　保釈金を裁判所が要求するのは、主に裁判（公判）に出頭してもらうための担保

　　です。逃亡の恐れのあるような人には、はじめから保釈の許可は出ません。

２　許永中は、保釈中に裁判に出頭しなかったために、保釈金が没収された上に保釈が取り消され、収監されておます。鈴木宗男は、１審で保釈されましたが、実刑になったため、本来なら収監されるところ、すぐに控訴し、保釈申請をして認められたため、収監されませんでした。

（2）弁護士について

　　　弁護士は、各都道府県の弁護士会に所属し、日本弁護士連合会に登録しています。登録しなければ弁護士資格はありません。したがって、電話をかけてきた偽弁護士に所属弁護士会と登録番号を聞き、あとから弁護士会に問い合わせれば、偽弁護士かどうかがはっきりします。

　　　保釈金は、弁護士が弁護士名義が入った預金口座で預かることになります。弁護士は所属弁護士会から、自己の収入の預金口座と別の預かり金口座の預金口座を作ることを義務づけられています。その預金口座の名義には「弁護士」の肩書を入れることになっていますから、「弁護士」が入っていない口座に振り込めとの要請があったときには、疑って下さい。

　　　身内の人がどこの警察に逮捕されたのか、今どこに勾留されているのかを確かめ、弁護士の名前も聞き出し、いったん電話を切り、警察署・弁護士会に確認して、身内の入が逮捕されているかどうか聞くのと、その名前の弁護士が木当に弁護士会に登録しているのかどうか、弁護士事務所の電話番号を聞き、その事務所に電話をして、その刑事事件を受任しているのかどうかを確かめてください。あわてる必要はありません。

（3）交通事故について

　　　交通事故を起こし、相手方が怪我をすると、法律的には業務上過失致傷罪に該当します。また怪我に対する損害賠償の問題にもなります。また、道路交通法に違反すれば行政処分の問題にもなります。

　　　自動車学校で学ばれたと思いますが、交通事故を起こすと刑事事件、民事事件、行政事件の３つの法律問題が生じることになりますが、３つとも交通事故が起こった直後にはすぐに解決できる問題はありません。

　　　したがって、交通事故を起こした直後に多額の損害金の支払いの必要性は全くありません。物損についても同じです。専門家に査定してもらわないと損害額は出てきません。したがって、交通事故を起こしたので、送金してほしいとの電話は嘘に決まっています。

　　　何事もすぐには解決しません。あせっては損をします。急がば回れです。交通事故の民事事件の場合は損害金の支払いになりますが、すべての車には強制保険がかけられていますから、事件が起これば、まず保険会社に連絡することから始めなければなりません。任意保険に入っている場合は、任意保険会社、または保険代理店に連絡してください。

　　　最近のオレオレ詐欺は手が込んでいて、保険会社の社員の役割をした者も作っており、この者からも電話をしてきて金を振り込むように要求してきます。しかし、保険会社は金を出すほうです。保険のシステムを覚えておかれて、嘘を見抜いてください。

（４）差押え予告のはがきが来たらどうしたらよいか

　　　そのはがきには携帯電話の番号が記載されており、そこに電話をするように書かれています。電話をしないときには、３日後か１週間後に裁判所から差押えに来る旨害かれています。身に覚えのないことであれば、電話をかけずにほっておいてください。なまじ電話をすると振込先を知らせて、金を要求してきます。恐ろしい気持ちがするのであれば、電話をする前に弁護士に相談してください。市役所等で無料法律相談をしています。

（５）法律用語の解説

　　①　支払督促（以前の支払命令です）

　　　たちの悪い人物が貴殿に貸金２０万円の債権がないにもかかわらず、簡易裁判所に２０万円の貸金債権を返済したもらっていないとして、支払督促の申し立てをすると、裁判所は支払督促状を貴殿の自宅に特別郵便で送ってきます。貴殿がその書面をみて、借りたこともないので放置しておくと、支払い督促が確定してしまって、相手は裁判所に申し出て、貴殿の財産を差押えすることができます。

　　　裁判所から支払い督促かきたら、２週間以内に裁判所に異議の申し立てをしてください。異議の申し立ての仕方は、裁判所から送られてくる書類の中に記載されています。わからなければ、すぐに弁護士に相談してください。

　　　相手方は当然詐欺罪になりますが、それは刑事事件の問題で、民事上差押えを無効にするためには、裁判上の手続きを踏まなければなりません。

2 少額訴訟

簡易裁判所の裁判で、紛争になっている価格が６０万円以下の裁判では、　　　１目だけの裁判で終わらせる制度。関係者が少なく、証拠も少ない事案に利用価値がある。

　　　①の支払督促と同じように、貴殿に貸金債権がないにもかかわらず、裁判　　　（訴訟）をしてくる場合があります。貴殿がそんな借金はないと考え、裁判所に期日　　　に出頭しなかったら欠席裁判になり、敗訴します。くれぐれも注意して下さい。

（６）結び

　　　物事はすぐには解決しません。あわてる必要はありません。

　　　新聞、テレビで報道されたら一生の恥だ、恥ずかしいと思われるかもしれませんが、ほとんどの事件は新聞、テレビで報道されません。一度裁判傍聴してみてください。毎日どれだけの事件が裁判されているか、その中で新聞報道された事件を探す方が、難しいと思います。しかも新聞報道された事件でも、あなたは一月後どれだけ覚えていますか。ほとんど忘れているのです。過剰な反応はやめましょう。

会員コーナー　　　　　　　　　　　　監事　樋渡　章

	（大阪に暮らして）

　　早いもので、大阪で暮らし始めてこの４月で２年になります。

　　大阪という街は、これまでまったく無縁だった訳ではなく、大学卒業後の半年余りを過ごした街で、東京よりもほんの少しですが、身近に感じておりました。とは云うものの、当時、茨木の社員寮に入っており、本町の会社との行き帰りの６ヶ月で、キタやミナミの喧騒も知らず、先輩に立ち飲みで一杯ご馳走になる程度の遊興で、今思えば我ながら真面目な生活振りであったと思います。

　　２年前、大阪に住んだら「何処そこに行きたい。」などと、妻と話し合って「心、ウキ・ウキ」とした事もありましたが、いざ当地での生活が始まれば、生来の出不精の所為か、会社と自宅のある箕面との行き帰り、またまた３０年前の生活を繰り返しています。

　　妻は私と違い行動的な性分で、その不満から来る爆発を回避する為に、京都へは観光ではなく漬物を求めに、梅田ではお買物、心斎橋や近場の江坂へは居酒屋へ、ただ単に猿と流れぬ滝を見る為に、箕面の山へ出掛けたりしております。

　　南紀辺りの温泉に２~３日ボーッと浸かりたいと云う思いもありますが、残念ながら我が家には自立心がまったくない犬と猫の二匹が鎮座ましましておりまして、「二人だけでは何処へも行かせない。」と云う顔つきで睨みを利かせているものですから、もういけません。

　　話のついでに猫は兎も角、犬の事。大阪での生活で一番迷惑がっているのは愛犬ピグモ。

福岡では海水浴場まで徒歩１０分の場所に自宅があり、夏場は散歩させて海へ突き落とし泳がせる毎日で、引き締まった体格だったものが今は見るも無残な姿となっております。

海での感覚を取り戻させる為に、昨年・一昨年と摂津峡へ連れ出したものの、泳がせる場所もなく水溜りに浸るばかりで、加えてバーベキューをしている人々とちゃっかりお友達になりご相伴、益々いけません。

　　さて、まだまだこの愛犬ピグモの話。中型犬であるにも拘らず体重３６キロ、めでたく大型犬と認定され、月に一度のカットとシャンプーも認定通りの９，０００円。私の散髪代は「髭まであたって４，５００円。」と妻に洩らせば、「毛の本数の違いよ。」と切って捨てられ、納得できる様なそうでない様な。体重が増え続けるのは眼に見え

	ており、１０，０００円台突入もそう遠くないとの感があります。

　それでは人間の話に戻ります。妻と私が福岡在住時から続けている趣味？は大学の公開講座の受講で、自宅から交通の便が良い関西大学の公開講座の募集がある度に応募しております。５回の講義料が５，０００円とは安いものです。付近には洒落たレストランもありますが、安くて量の多い学生食堂を利用しております。学生達に混じってワイワイガヤガヤ話をすれば、何だか若返ったような気がします。若返りすぎて、３０数年前同様、白川夜船に揺られる事もままありますが、試験がある訳ではなく、気楽に頭の体操をしております。

　　つまらぬ事をダラダラと書き連ねました。ご容赦を。




倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
































